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３) 調 査 時 期 、 方 法

４) 結 果 報 告 方 法
５) 回答企業の業種割合

１）調 査 対 象 企 業

２) 調 査 対 象 期 間

◇ＤＩ（前年同期比）が前回調査
   (7～9月期：▲17.6）よりマイナス幅が
　 7.4ポイント拡大して▲25.0となりました。

◇先行き（1～3月期）の予想については、
   前回調査（10～12月期：▲31.3）より
   マイナス幅が22.5ポイント拡大して
   ▲53.8となりました。 【経営上の問題点について】（複数回答可）

小
　
売
　
業

◇ＤＩ（前年同期比）が前回調査
   (7～9月期：▲46.7)よりマイナス幅が
　3.3ポイント拡大して▲50.0となりました。

◇先行き（1～3月期）の予想については、
   前回調査（10～12月期：▲33.3）より
   マイナス幅が11.7ポイント拡大して
　 ▲45.0となりました。

サ
 

ー

 
ビ
 
ス
　
業

◇ＤＩ（前年同期比）が前回調査
    (7～9月期：3.1）より
    3.0ポイント改善して6.1となりました。

◇先行き（1～3月期）の予想については、
   前回調査（10～12月期：▲6.3）より
   5.8ポイント拡大して▲12.1となりました。

◇弘前地域の景況は、
　全産業合計のＤＩ(前年同期比)が
　前回調査(7～9月期：▲14.1)より
　マイナス幅が4.7ポイント拡大して
　▲18.8となりました。

◇先行き(1～3月期)の予想については、
　前回調査(10～12月期：▲19.6)より
　マイナス幅が11.3ポイント拡大して
　▲30.9となりました。

【設備投資動向について】

建
　
設
　
業

◇ＤＩ（前年同期比）が前回調査
　 （7～9月期：▲11.5）よりマイナス幅が
　　12.3ポイント拡大して▲23.8となりました。

◇先行き（1～3月期）の予想については、
　前回調査（10～12月期：▲19.2）より
　マイナス幅が9.4ポイント拡大して
　 ▲28.6となりました。

  １)　10月～12月の間に設備投資を
      （実施した／実施していない）

製
　
造
　
業

◇ＤＩ（前年同期比）が前回調査
 　（7～9月期：▲22.2）よりマイナス幅が
　　2.2ポイント縮小して▲20.0となりました。

◇先行き（1～3月期）の予想については、
    前回調査（10～12月期：▲25.0）より
    マイナス幅が15.0ポイント拡大して
　　▲40.0となりました。

  ２） 設備投資の内容について（複数回答可）

卸
　
売
　
業

※ＤＩ値とは、
ディフュージョン・インデックス（Diffusion Index）
の略で、景気動向を示す指標です。
増加・好転など「良い」の回答割合から
減少・悪化など「悪い」の回答割合を差し引いて
計算される景況判断指数です。
　プラスの値は景気の上向きの傾向を、マイナスの値は
下向きの傾向を示し、強気・弱気などの景気感を数値化
することができます。

弘前地域企業短期景況観測調査 1月調査（10月～12月期分） 結果報告

          ●2013年7月-9月期～2017年1月-3月期までの業界景況（先行予想含む）の推移

実施した
41.8%

実施してい

ない
58.2%
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【地域企業の景況DI】
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建設業

21.4%

製造業

10.2%

卸売業

13.3%小売業

20.4%

サービス業

34.7%

現状・先行き予想ともに悪化

を示しました。

現状は回復基調、先行き予想は悪化

を示しました。

現状・先行き予想ともに悪化

を示しました。

現状・先行き予想ともに悪化

を示しました。

現状は回復基調、先行き予想は悪化

を示しました。

【地域企業の業種別景況DI】
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弘前短観（１月調査）結果では、項目別では、全業種合計の「売上」は大きく回復基調を示したものの、「仕入単価」の上昇傾向を反映し、「採算」では緩やか

な回復基調にとどまっています。

一方で「従業員」の不足傾向が全業種にわたっており、地域企業の労働力不足が顕在化しております。

これらを要因として、業種別の「業界景況」は、「現状」でサービス業を除く業種で悪化傾向を示し、「先行き予想」では全業種で悪化傾向を示しました。

現状・先行き予想ともに悪化

を示しました。

【調査結果のポイント】



■景況動向調査
１）「売上」について ２）「採算」について ３）「資金繰り」について ４）「仕入単価」について

・10月～12月の「売上」は、昨年同期と比較して ・10月～12月の「採算」は、昨年同期と比較して ・10月～12月の「資金繰り」は、昨年同期と比較して ・10月～12月の「仕入単価」は、昨年同期と比較して

全業種 全業種 全業種 全業種

・1月-3月の「売上予想」は、昨年同期と比較して ・1月-3月の「採算予想」は、昨年同期と比較して ・1月-3月の「資金繰り予想」は、昨年同期と比較して ・1月-3月の「仕入単価予想」は、昨年同期と比較して

全業種 全業種 全業種 全業種

５）「在庫」について ６）「従業員」について ７）「自社景況」について ８）「業界景況」について

・10月～12月の「在庫」は、昨年同期と比較して ・10月～12月の「従業員」は、昨年同期と比較して ・10月～12月の「自社景況」は、昨年同期と比較して ・10月～12月の「業界景況」は、昨年同期と比較して

全業種 全業種 全業種 全業種

・1月-3月の「在庫予想」は、昨年同期と比較して ・1月-3月の「従業員予想」は、昨年同期と比較して ・1月-3月の「自社景況予想」は、昨年同期と比較して ・1月-3月の「業界景況予想」は、昨年同期と比較して

全業種 全業種 全業種 全業種

 

　 　

DI値＝ ▲ 39.6

（業種別） 増加 不変 減少 DI値 （業種別） 好転 不変

DI値＝ 13.4 DI値＝ 0.0 DI値＝ 1.0

DI値 （業種別） 下降 不変 上昇 DI値悪化 DI値 （業種別） 好転 不変 悪化

製造業 40.0% 20.0% 40.0% 0.0 製造業 20.0% 40.0%

90.5%4.8% 85.7% 9.5% ▲ 4.8 建設業 4.8%建設業 33.3% 57.1% 9.5% 23.8 建設業

▲ 60.040.0% ▲ 20.0 製造業 30.0% 60.0% 10.0%

23.8% ▲ 23.84.8% 0.0 建設業 0.0% 76.2%

46.2% 46.2% ▲ 38.5 卸売業

20.0 製造業 10.0% 20.0% 70.0%

58.3% ▲ 58.3

小売業 25.0% 50.0% 25.0% 0.0 小売業 10.0% 65.0%

61.5% 23.1% ▲ 7.7 卸売業 0.0% 41.7%0.0% 76.9% 23.1% ▲ 23.1 卸売業 15.4%卸売業 7.7%

サービス業

▲ 15.0 小売業 0.0% 45.0% 55.0% ▲ 55.025.0% ▲ 15.0 小売業 5.0% 75.0% 20.0%

27.3% ▲ 27.390.9% 0.0% 9.1 サービス業 0.0% 72.7%33.3% 60.6% 6.1% 27.3 サービス業 9.1%サービス業 48.5% 42.4% 9.1% 39.4

DI値＝ ▲ 43.3

（業種別） 増加 不変 減少 DI値 （業種別） 好転 不変

DI値＝ ▲ 5.2 DI値＝ ▲ 15.5 DI値＝ ▲ 5.2

DI値 （業種別） 下降 不変 上昇 DI値悪化 DI値 （業種別） 好転 不変 悪化

製造業 0.0% 70.0% 30.0% ▲ 30.0 製造業 0.0% 70.0%

90.5%4.8% 71.4% 23.8% ▲ 19.0 建設業 4.8%建設業 23.8% 38.1% 38.1% ▲ 14.3 建設業

▲ 50.030.0% ▲ 30.0 製造業 10.0% 80.0% 10.0%

38.1% ▲ 38.14.8% 0.0 建設業 0.0% 61.9%

53.8% 30.8% ▲ 15.4 卸売業

0.0 製造業 10.0% 30.0% 60.0%

61.5% ▲ 61.5

小売業 10.0% 70.0% 20.0% ▲ 10.0 小売業 0.0% 70.0%

76.9% 15.4% ▲ 7.7 卸売業 0.0% 38.5%7.7% 76.9% 15.4% ▲ 7.7 卸売業 7.7%卸売業 15.4%

小売業 0.0% 40.0% 60.0% ▲ 60.030.0% ▲ 30.0 小売業 0.0% 75.0% 25.0%

サービス業 9.1%サービス業 33.3% 48.5% 18.2% 15.2 サービス業

▲ 25.0

適当 過剰 DI値 （業種別）

27.3% ▲ 27.3

DI値＝ ▲ 3.2 DI値＝ 36.1 DI値＝ ▲ 5.2 DI値＝ ▲ 18.8

84.8% 6.1% 3.0 サービス業 0.0% 72.7%12.1% 72.7% 15.2% ▲ 3.0

悪化 DI値

建設業 5.0% 95.0% 0.0% 5.0 建設業 42.9% 57.1%

不変 悪化 DI値 （業種別） 好転 不変不足 適当 過剰 DI値 （業種別） 好転（業種別） 不足

4.8 建設業 0.0% 76.2% 23.8% ▲ 23.80.0% 42.9 建設業 9.5% 85.7% 4.8%

卸売業 8.3% 66.7% 25.0% ▲ 16.7 卸売業 46.2% 46.2%

40.0%50.0% 40.0% 10.0% 40.0 製造業 20.0%製造業 0.0% 90.0% 10.0% ▲ 10.0 製造業

▲ 25.07.7% 38.5 卸売業 0.0% 61.5% 38.5%

30.0% ▲ 20.040.0% ▲ 20.0 製造業 10.0% 60.0%

95.0% 5.0% ▲ 5.0 小売業

▲ 38.5 卸売業 16.7% 41.7% 41.7%

50.0% ▲ 50.0

サービス業 0.0% 100.0% 0.0% 0.0 サービス業 36.4% 63.6%

60.0% 30.0% ▲ 20.0 小売業 0.0% 50.0%25.0% 75.0% 0.0% 25.0 小売業 10.0%小売業 0.0%

15.2 サービス業 18.2% 69.7% 12.1% 6.10.0% 36.4 サービス業 21.2% 72.7% 6.1%

（業種別） 不足 適当 過剰 DI値 （業種別） 不足 適当

DI値＝ ▲ 2.1

DI値過剰 DI値 （業種別） 好転 不変 悪化

DI値＝ ▲ 30.9DI値＝ 34.0 DI値＝ ▲ 12.4

95.0% 0.0% 5.0 建設業

DI値 （業種別） 好転 不変 悪化

28.6% ▲ 28.6

製造業 0.0% 90.0% 10.0% ▲ 10.0 製造業 50.0% 40.0%

76.2% 14.3% ▲ 4.8 建設業 0.0% 71.4%42.9% 57.1% 0.0% 42.9 建設業 9.5%建設業 5.0%

15.4% ▲ 7.7 卸売業

▲ 20.0 製造業 0.0% 60.0% 40.0% ▲ 40.010.0% 40.0 製造業 0.0% 80.0% 20.0%

▲ 53.8

小売業 0.0% 95.0% 5.0% ▲ 5.0 小売業 20.0% 80.0%

69.2% 30.8% ▲ 30.8 卸売業 7.7% 30.8%46.2% 46.2% 7.7% 38.5 卸売業 0.0%卸売業 7.7% 76.9%

・技術者不足・労働者不足。よって年齢に区切りを付けず対応して行く必要があるのではな
  いかと思う。（建設業）

・人材育成のマニュアル、ノウハウが少ないので育成が難しい。（卸売業）
　
・求人難により、新卒・中途、共に獲得が難しくなってきている。ハローワーク以外の求人媒体
　には頼らずにやってきたが、今後は活用せざるを得ない。（卸売業）

・年間を通じた受注量の平準化への改善が進まない。平準化によって人手不足解消と働き方
　の改革につなげていきたい。（建設業）

・30代～40代の職員が不足しており、若手の育成が喫緊の課題となっている。（サービス業）

・金利の高止まりや同業他社との競合により「賃上げ」が出来ない状況。（サービス業）

・ネット通販に代表されるように、価格下落による利益の確保が困難な上に同業他社との競合
　により更に利益が低下している。（小売業）

93.9% 3.0% 0.0 サービス業 6.1% 75.8%33.3% 66.7% 0.0% 33.3 サービス業 3.0%サービス業 0.0% 100.0% 0.0% 0.0 サービス業 18.2% ▲ 12.1

▲ 25.0 小売業 5.0% 45.0% 50.0% ▲ 45.00.0% 20.0 小売業 0.0% 75.0% 25.0%

61.5%

34.0% 45.4% 20.6%

増加 不変 減少

20.6% 53.6% 25.8%

増加 不変 減少

1.0% 54.6% 44.3%

下降 不変 上昇

1.0% 58.3% 40.6%

下降 不変 上昇

16.5% 67.0% 16.5%

好転 不変 悪化

6.2% 72.2% 21.6%

好転 不変 悪化

10.3% 80.4% 9.3%

好転 不変 悪化

6.2% 82.5% 11.3%

好転 不変 悪化

2.1% 92.6% 5.3%

不足 適当 過剰

2.1% 93.8% 4.2%

不足 適当 過剰

38.1% 59.8% 2.1%

不足 適当 過剰

36.1% 61.9% 2.1%

不足 適当 過剰

13.4% 68.0% 18.6%

好転 不変 悪化

3.1% 81.4% 15.5%

好転 不変 悪化

9.4% 62.5% 28.1%

好転 不変 悪化

4.1% 60.8% 35.1%

好転 不変 悪化
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■地域企業の声■ ■全業種の各DI推移（2014年7月以降）■
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◆平成２８年度の設備投資に関しての実態調査

◆各種行政手続きに関しての実態調査

平成２８年度の設備投資の実施について

＜業種全体＞

・ 「設備投資を実施した（する予定含む）」と回答した事業所が、４４．４％で

あった。

・ 「国内で新規設備投資を実施した（する予定含む）」と回答した事業所が

５１．０％であり、一方で海外での新規設備投資や、既存設備の改修・定

期更新を実施する事業所はみられなかった。

・「国内で新規設備投資を実施した（する予定含む）」と回答した事業所の中

で、新規設備投資の内容で最も多かったのが、「能力増強」であり、２３．９％

であった。また、次いで「品質向上・新製品生産・新分野進出」、「省力化・合

理化」がともに１９．６％であった。

51.0%49.0%

国内で新規設備投資を実施した（する予定含む）

国内で既存設備の改修・定期更新を実施した（す

る予定含む）

海外で新規設備投資を実施した（する予定含む）

海外で既存設備の改修・定期更新を実施した

（する予定含む）

＜業種全体＞

・ 「補助金・助成金関連」と回答した事業所が最も多く、２４．６％であった。

・ 「税務申告関連（法人税、消費税、固定資産税、事業承継税制関連等）」と回

答した事業所が次いで多く、２２．１％であった。

・ 「社会保険・労務関連（健康保険、厚生年金、雇用保険）」と回答した事業所が

１８．９％であり、社会保険や雇用保険等の従業員の福利厚生の面での手続

きが負担になっているという結果となった。

・「会社設立・組織再編・解散関連」と回答した事業所が１．６％となっており、負

担をあまり感じていないという結果となった。

行政手続きを行う上で負担と感じる分野について

44.4%

7.8%

47.8%

設備投資を実施した

（する予定含む）

設備投資を見送った

（見送る予定含む）

現時点では未定

行政手続きを行う上で具体的に負担を感じる点について

14.2%

22.3%

25.0%

11.5%

8.8%

13.5%

0.7% 2.0% 2.0% 手続きに時間がかかる（窓口の待ち時間、書

類提出後から完了までの時間等）

申請書類の記入が煩雑（記入欄が多い、分か

りにくい等）

申請書類・添付書類の多さ（書類作成・収集の

手間、用途不明の資料の要求等）

査基準が不明確（公共入札、補助金等）

手続き方法が分かりにくい（相談窓口の不足、

サポート体制が不十分等）

複数の行政機関・部門から類似の書類を要求

される

オンラインで様式取寄せ・資料提出ができない

手数料・更新料が高い

その他

23.9%

19.6%

19.6%

17.4%

19.5%

能力増強

品質向上・新製品生産・新分野進出

省力化・合理化

省エネ

その他

22.1%

18.9%

12.3%
10.7%

4.1%

1.6%

4.1%

24.6%

1.6% 税務申告関連（法人税、消費税、固定資

産税、事業承継税制関連等）

社会保険・労務関連（健康保険、厚生年

金、雇用保険）

許認可関連（飲食店、建設業、運輸業等）

公共入札・公共調達関連

貿易・輸出入関連（関税・輸出入申告等）

会社設立・組織再編・解散関連

製品の安全基準関連（JISと諸外国の安全

基準の不調和等）

補助金・助成金関連

その他

＜業種全体＞

・ 「申請書類・添付書類の多さ（書類作成・収集の手間、用途不明の資料の要

求等）」と回答した事業所が最も多く、２５．０％であった。

・ 「申請書類の記入が煩雑（記入欄が多い、分かりにくい等）」と回答した事業所

が次いで多く、２２．３％であった。

・「手続きに時間がかかる（窓口の待ち時間、書類提出後から完了までの時間

等）」と回答した事業所が１４．２％であり、手続きの多様化等に伴い、不備が

ないように確認する等に時間がかかっているように思われる。

設備投資の実施内容

国内での新規設備投資の内容



◆平成２８年度の設備投資に関しての実態調査

◆各種行政手続きに関しての実態調査

・１月の全産業合計の業況DIは、▲２３．０と、前月から▲１．３ポイントの悪化。寒

波などの天候不順に伴う客足減少や消費者の節約志向、人手不足の影響から、

小売業、サービス業などの業況感が悪化した。また、円安進行による原材料価格

の値上りを指摘する声が聞かれた。他方、自動車や電子部品関連を中心に生

産・輸出が持ち直しているほか、住宅などの民間工事の堅調な動きを指摘する声

も多く聞かれた。中小企業の景況感は、総じてみれば緩やかな回復基調が続い

ているものの、足元で一服感がみられている。

・先行きについては、先行き見通しDIが▲２１．０（今月比＋２．０ポイント）と改善

を見込むものの「悪化」から「不変」への変化が主因であり実体はほぼ横ばい。株

高進行による消費拡大や設備投資の増加、海外経済の回復に期待する声が聞

かれる。他方、消費低迷の長期化や人手不足の影響拡大、米国新大統領の政

策の不透明感、為替の大幅な変動などへの懸念から、中小企業においては先行

きに慎重な見方が続く。

■【日本商工会議所調査結果（平成28年度の設備投資や各種行政手続きの資実態調査）との比較　※LOBO調査１０月期より】■

調査データにつきましては、当所ホームページ（http://www.hcci.or.jp）＞調査研究＞調査刊行物からダウンロードいただけます。

本件担当：弘前商工会議所 経営支援課 TEL 0172-33-4111 FAX 0172-35-1877 

平成２８年度の設備投資の実施について

全国の各DIの推移※ＬＯＢＯ調査２０１７年１月期より

35.1%

22.1%

42.8%

設備投資を実施した

（する予定含む）

設備投資を見送った

（見送る予定含む）

現時点では未定

42.7%

53.4%

3.2% 0.7%
国内で新規設備投資を実施した（する

予定含む）

国内で既存設備の改修・定期更新を実

施した（する予定含む）

海外で新規設備投資を実施した（する

予定含む）

海外で既存設備の改修・定期更新を実

施した（する予定含む）

34.0%

22.8%

23.4%

11.8%

8.0%

能力増強

品質向上・新製品生産・新分野進出

省力化・合理化

省エネ

その他

行政手続きを行う上で負担と感じる分野について 行政手続きを行う上で具体的に負担を感じる点について

22.5%

24.2%

11.2%

7.3%3.3%

2.4%

2.8%

24.1%

2.2% 税務申告関連（法人税、消費税、固定資

産税、事業承継税制関連等）

社会保険・労務関連（健康保険、厚生年

金、雇用保険）

許認可関連（飲食店、建設業、運輸業等）

公共入札・公共調達関連

貿易・輸出入関連（関税・輸出入申告等）

会社設立・組織再編・解散関連

製品の安全基準関連（JISと諸外国の安全

基準の不調和等）

補助金・助成金関連

その他

14.8%

27.9%

27.6%

7.0%

8.1%

7.4%

2.0% 4.0% 1.3% 手続きに時間がかかる（窓口の待ち時間、

書類提出後から完了までの時間等）

申請書類の記入が煩雑（記入欄が多い、

分かりにくい等）

申請書類・添付書類の多さ（書類作成・収

集の手間、用途不明の資料の要求等）

査基準が不明確（公共入札、補助金等）

手続き方法が分かりにくい（相談窓口の不

足、サポート体制が不十分等）

複数の行政機関・部門から類似の書類を

要求される

オンラインで様式取寄せ・資料提出ができ

ない

手数料・更新料が高い

その他

設備投資の実施内容

国内での新規設備投資の内容

＜業種全体＞

・ 「設備投資を実施した（する予定含む）」と回答した事業所が、３５．１％で

あった。

・ 「国内で新規設備投資を実施した（する予定含む）」、「国内で既存設備の

改修・定期更新を実施した（する予定含む）」と回答した事業所が合わせて

９６．１％であった。一方で、「海外で新規設備投資を実施した（する予定含

む）」や、「海外で既存設備の改修・定期更新を実施した（する予定含む）」

と回答した事業所は合わせて３．９％であった。

・「国内で新規設備投資を実施した（する予定含む）」と回答した事業所の中

で、新規設備投資の内容で最も多かったのが、「能力増強」であり、３４．０％

であった。また、次いで「省力化・合理化」が２３．４％であった。


